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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

99,953 351,776 246,509

計

116,796 363,048 260,233

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

-179,487 179,487

203,743

予
算
の
状
況

当初予算

96,429 183,561 260,233 156,913

補正予算

199,854

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 公益法人制度の運営と認定・監督等の実施

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 14-①
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番号 14

会計 組織／勘定

● 1 一般 内閣本府

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
156,913 203,743

の内数 の内数

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
156,913 203,743

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

公益法人制度適正運営推進費 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 156,913 203,743

政策評価調書（個別票２）

政策名 公益法人制度の適正な運営の推進
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 14
（千円）

合計

２年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

政策評価調書（個別票３）

政策名 公益法人制度の適正な運営の推進

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

元年度
当初予算額

該当なし。



区分
主要な
指標

29年度 30年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- -
対前年度比

増
対前年度比

増
対前年度比

増

902 949 988 1,012 1,012

28年度 令和元年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- -

・使いやす
い　9.76％
・普通
49.38％
・使いにくい
40.86％

- -

- - - - -

平成30年度実施施策に係る政策評価書

○公益法人が公益活動を行うためには、当該法人の財政基盤が確立されていることが重要であり、当
該基盤の重要な要素の一つとして国民からの寄附がある。そのため、公益法人の活動の健全な発展
を促進するためには、公益法人が寄附を集めやすい環境整備が必要である。
○この環境整備として、公益法人に対する寄附金についての税額控除制度の活用が考えられる。税
額控除対象法人として行政庁の証明を受けた法人に寄附をした個人は、自身の所得税について、所
得控除又は税額控除を選択して適用することができる。税額控除は、幅広い所得層の寄附者にとって
所得控除よりも優遇が大きいため、今まで寄附をしていなかった新規寄附者の開拓による寄附者数の
増加が期待できる。
○このことから、税額控除対象法人の法人数を測定指標として掲げることとする。
○平成23年に当該制度が導入されて５年以上が経過し、現実に、既に税額控除対象法人となっていて
も、税額控除証明の有効期間（５年間）が終了した後、有効期間切れの不知等により新たな証明の申
請を行っていない法人も存在することから、適切な制度周知により有効期限切れによる税額控除対象
法人の減少を防ぎ、さらに新規の税額控除対象法人を引き続き増加させていくこととして、目標を「対
前年度比増」と設定する。
○なお、この税額控除制度については、平成28年度税制改正により、税額控除対象法人となるための
PST要件が一部緩和されたものの、「公益法人の寄附金収入に関する実態調査」（平成29年１月～２
月実施）の結果、PST要件の一部緩和について「知っている」と回答した公益法人は30.2%にとどまって
いたことから、新規の税額控除対象法人の増加に向けては、特に、緩和されたPST要件の説明に重点
を置いて周知を行ってまいりたい。

達成
状況

○公益認定等総合情報システム（申請者による書類の提出や、行政庁における業務処理をオンライン
で実施することを可能としたシステム）は、運用開始から9年が経過し、
・電子申請の利用者から「使いにくい」との問合せが多くなっていること
・法人の新制度施行による移行申請業務が終了し、システム利用者（行政庁職員）から、法人の監督
に必要な機能（立入検査実績管理、進捗管理機能の充実等）の新たなニーズや機能拡充が求められ
ていること
等のさまざまな問題点が生じており、全面的なシステム改善が強く求められている。
○そのため、次期システム更改（平成28年度～30年度まで）時に利便性の向上を目指した改修を行
う。改修にあたり、システムの利用によって無用の業務が発生していないか等の観点から既存の業務
全体の見直しを改めて行うなど、業務改善に資することとする。
○目標については、平成28年度に現行システムの満足度調査を行っており、システム改修後の令和
元年度に改めて満足度調査を行い、満足度（利便性）比率の比較で「使いやすい」と回答した者の割合
が、「使いにくい」と回答した者の割合以上になることを目標とする。

公益法人制度の適正な運営の推進

測定指標

260 157

補正予算（b） 200

2. 公益認定等総合情報シ
ステムについての満足度

基準値 目標値
年度ごとの目標値 達成

状況年度ごとの実績値

―

・使いやす
い　9.76％

・普通
49.38％

・使いにくい
40.86％

184

繰越し等（c）

（内閣府30－50（政策15－施策①））

達成すべき目標

施策の概要

公益法人による公益活動を支援するとともに、法人の自己規律の確立や適正な法人運営の確保を図ることにより、公益法人の活動の健
全な発展を促進し、「民による公益の増進」を推進する。

施策の予算額・執行額
（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

当初予算（a） 96

公益法人制度の運営と認定・監督等の実施

政策名

施策名

測定指標 施策の実績・進捗状況

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

1. 税額控除対象法人の法
人数

基準値

第198回衆・参内閣委員会において、片山さつき国務大臣から、公益法人の、自己規律の確立や適正な法人運営の確保に向けて支援す
るなど、公益活動の活性化に尽力していく旨の発言あり

定
量
的
指
標

執行額

目標値
年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

公益法人制度の適正な運営を推進するとともに、制度の理解促進や法人活動情報の発信等を行う。また、公益認定申請等の審査や公
益法人に対する適切な監督等を実施する。

179

合計（a＋b＋c） 117 363 260

-179

【施策の概要】

【平成30年度に実施した具体的取組】

平成30年度においては、「民による公益の増進」を推進することを目標として、公益法人制度の運営と認定・監督等を実施した。
　公益法人による公益活動の支援として、寄附税制を含む公益法人制度の適切な理解の促進のため、相談会やセミナーを実施するほ
か、公益法人に対する国民の理解と信頼をより増進するために広報誌の発行やホームページ、メールマガジン等の各種発信手段を用い
て公益法人に関する情報提供を行った。
　公益認定等総合情報システムの利便性向上を目指した次期システム更改についても引き続き行っているところである。

区分

予算の状況

○
1,012

「使いやす
い」と回答し

た割合：
「使いにく

い」と回答し
た割合以上

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

対前年度比
増

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

100 352 247



- 30年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- 18 18 16 13

15 18 18 16 13

- 30年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- - - 3 3

10 3 4 3 3

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

1,817億円 2,214億円 2,099億円 3,008億円
集計中
（令和元年9月
確定予定）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

3,951,674件 3,049,136件 2,459,412件 2,177,331
件
1,988,707件
（12月は除
く）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

- - 16,032 16,191 14,401

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

449法人 405法人 397法人 437法人 321法人

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

1,173法人 659法人 373法人 363法人 305法人

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

553件 764件 633件 697件 670件

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

39件 24件 14件 24件 24件

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

2,334
（9,300）

2,372
（9,397）

2,410
（9,458）

2,440
（9,453）

2,486
（9,573）

○公益法人に対する国民の理解と信頼をより増進するためには、広報誌の発行やホームページ、メー
ルマガジン等の各種発信手段を用いて公益法人に関する情報提供を行うとともに、公益法人等に対し
て、相談会やセミナーを実施する等適切な制度の周知等を行っていくことが必要である。
○テーマ別セミナーは公益法人の運営全般の中から公益法人の関心が高いテーマを取り上げて適時
開催するものであり、目標については、これまでの開催実績等を踏まえて決定する予定。

4.「テーマ別セミナー」（25
年度までは「基礎的研修
会」）の実施回数

基準値 目標値
年度ごとの目標値

（判断根拠）

【測定指標の観点からの分析】

○測定指標「税額控除対象法人の法人数」については、目標をおおむね達成しており、取組が有効である。
・平成28年度税制改正において、事業規模の小さい公益法人等が寄附金の税額控除制度となりやすいように要件が緩和されたが、かか
る緩和措置を含む税額控除制度について、公益法人に対する公益法人制度の説明会やメールマガジン等において、周知・広報を行った
ことが主な要因として考えられる。
○測定指標「公益認定等総合情報システムについての満足度」については、測定不能である。
・平成30年度に利便性向上のためにシステムの改修を行ったところであり、指標となる満足度調査が令和元年度に行われる。そのため、
平成30年度においては勘案されるものではない。
○測定指標「公益法人制度の理解を深めるための相談会」の実施回数については、目標を達成した。
・平成30年度については、全国のブロックにおいて13回開催し、全321法人が参加した。
○測定指標「テーマ別セミナー」（25年度までは「基礎的研修会」）の実施回数については、目標を達成した。
・平成30年度については、会計、税制、定期提出書類の作成をテーマとしてセミナーを行い、全305法人が参加をした。

【外部要因等事前に想定できなかったことにより実績に与えた影響】

3. 「内閣府公益法人メールマガジ
ン」の登録者数

実績値

4. 「公益法人制度の理解を深め
るための相談会」の参加法人数

実績値

5. 「テーマ別セミナー」（25年度ま
では「基礎的研修会」）の参加法
人数

実績値

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

○公益法人に対する国民の理解と信頼をより増進するためには、広報誌の発行やホームページ、メー
ルマガジン等の各種発信手段を用いて公益法人に関する情報提供を行うとともに、公益法人等に対し
て、相談会やセミナーを実施する等適切な制度の周知等を行っていくことが必要である。
○目標については、全国に所在する法人への相談に資する観点から、これまでの開催実績や参加法
人数等も勘案した上で、全国の各ブロックにおける開催数を決定する予定。

測定指標

定
量
的
指
標

参考指標

達成
状況年度ごとの実績値

○
- 3

【測定指標の定義及び選定理由並びに目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】

3.「公益法人制度の理解
を深めるための相談会」
の実施回数

基準値 目標値
年度ごとの目標値 達成

状況年度ごとの実績値

○
- 13

評
価
結
果

8. 内閣府が認定を行った公益法
人数
（括弧内は全公益法人数）
（※各年度12月1日時点）

実績値

1.公益法人への寄附金総額
（※各年度12月1日時点）

実績値

2. HP「公益法人information」への
アクセス数

実績値

施策の分析

実績値

目標達成度合いの
測定結果

② 目標達成

測定指標「税額控除対象法人の法人数」について、対前年度比増という目標をおおむね達成し、
測定指標「公益法人制度の理解を深めるための相談会」の実施回数、「テーマ別セミナー」（25年度ま
では「基礎的研修会」）の実施回数ともに目標値を達成したことから、上記判断とした。
なお、測定指標「公益認定等総合情報システムについての満足度」については、指標となる満足度調
査が令和元年度に行われるため、平成30年度においては勘案されるものではない。

7. 報告徴収の件数

（各行政機関共通区分）

6. 立入検査の実施件数

実績値



○測定指標「税額控除対象法人の法人数」については、引き続き目標達成に努めることとする。
・これまで順調に施策が進展してきたところであるが、平成23年度に開始した税額控除制度について、税額控除を受けられる有効期間（５
年間）が終了する法人が平成28年度中から表出してきており、同制度についてより一層の周知・広報を図って参りたい。
○測定指標「公益認定等総合情報システムについての満足度」については、見直しは不要である。
・平成30年度に利便性向上のためにシステムの改修を行ったところである。そのため、令和元年度に行われる満足度調査においては、
平成28年度に行われた満足度調査における満足度（利便性）比率の比較で「使いやすい」と回答した者の割合が、「使いにくい」と回答し
た者の割合以上になることを目標とする。
○測定指標「公益法人制度の理解を深めるための相談会」の実施回数については、引き続き来年度以降も指標として掲げる。
・平成30年度も目標を達成し、法人への適切な制度周知が行われているため、引き続き取組を着実に推進してまいりたい。
○測定指標「テーマ別セミナー」（25年度までは「基礎的研修会」）の実施回数については、引き続き来年度以降も指標として掲げる。
・平成30年度も目標を達成し、法人への適切な制度周知が行われているため、引き続き取組を着実に推進してまいりたい。

【根拠とした統計・データ等】

公益認定等総合情報システム（PICTIS）

【次期の施策の方向性について】

担当部局名 政策評価実施時期 令和元年8月

学識経験を有する者の
知見の活用

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

公益認定等総合情報システム（PICTIS）

公益認定等委員会事務局・大臣官房公益法人行政担当室

評
価
結
果

次期目標等への
反映の方向性

【次期の測定指標の考え方について】

引き続き推進
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